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諏訪地域6市町村の人口推移（人数）

・諏訪市の人口は48,238人(令和3年10月1日現在)であり前年比536人減となっている。
・諏訪圏の令和3年の人口は192,064人。

諏訪市人口ビジョン
令和22年（2040年）
人口目標値
43,000人以上

諏訪市人口ビジョン
令和42年（2060年）
人口目標値
40,000人以上

①



諏訪地域6市町村の人口推移（増減率）

※平成26年を基準にした総人口増減率の推移

・下諏訪町、岡谷市、富士見町の順で減少率が大きく、諏訪市が続く。
・諏訪市は諏訪圏域とほぼ同様の減少率となった。

②



諏訪地域6市町村の自然増減（人数）

・諏訪地域の全市町村が１１年連続自然減となっている。
・茅野市と諏訪市については直近３年間の落ち込みが大きい。

③



諏訪地域6市町村の自然増減（累積）
※平成27年以降の自然増減数の累計

・累計グラフをみると、岡谷市の減少が大きい。
・6市町村全て自然減傾向である。

④



諏訪地域6市町村の社会増減（人数）

・諏訪市は昨年社会増であったが、令和３年は社会減となった。
・富士見町は３年連続社会増となった。

⑤



諏訪地域6市町村の社会増減（累計）

※平成27年以降の社会増減数の累計
・岡谷市の減少幅が大きく、７年間累計で約1,500人となった。

⑥



自然増減社会増減の人口に対する寄与度（R3単年）

※寄与度：合計値の変動にどれだけ影響があったのかを示す数値
自然増減数の寄与度＝R3年の自然増減数÷R3年総人口
社会増減数の寄与度＝R3年の社会増減数÷R3年総人口

⑦



自然増減社会増減の人口に対する寄与度（H27～R3）

※寄与度：合計値の変動にどれだけ影響があったのかを示す数値
自然増減数の寄与度＝H27～R3年までの自然増減数累計÷H27年総人口
社会増減数の寄与度＝H27～R3年までの社会増減数累計÷H27年総人口

⑧



諏訪市の転入・転出の状況（地域別・R3単年）

・令和3年は平成27年以降最大の転出超過。主に県外・諏訪圏以外の県内への転出が要因である。
・転入超過となった地域なし。

⑨

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

△ 174 △ 206 △ 54 △ 108 △ 84 54 △ 281

△ 90 △ 227 △ 101 △ 38 △ 148 75 △ 173

27 △ 55 31 △ 16 △ 21 80 △ 76

岡谷市 △ 24 △ 32 11 48 14 39 △ 23

茅野市 △ 26 △ 31 18 △ 15 △ 27 17 △ 30

下諏訪町 37 14 14 △ 12 9 22 △ 8

富士見町 28 △ 5 △ 7 13 △ 4 8 △ 12

原村 12 △ 1 △ 5 △ 50 △ 13 △ 6 △ 3

△ 117 △ 172 △ 132 △ 22 △ 127 △ 5 △ 97

△ 84 21 47 △ 70 64 △ 21 △ 108

総数

長野県内

長野県外

諏訪圏域

その他の長野県内



諏訪市の転入・転出の状況（地域別・累計）

※平成27年以降の転入・転出の累計
・岡谷市、下諏訪町、富士見町からは転入超過。茅野市、原村については転出超過だが、
諏訪圏域外の県内への転出が最も多い。

⑩

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

△ 241 △ 447 △ 501 △ 609 △ 693 △ 639 △ 920

△ 84 △ 311 △ 412 △ 450 △ 598 △ 523 △ 696

81 26 57 41 20 100 24

岡谷市 42 10 21 69 83 122 99

茅野市 △ 62 △ 93 △ 75 △ 90 △ 117 △ 100 △ 130

下諏訪町 71 85 99 87 96 118 110

富士見町 30 25 18 31 27 35 23

原村 0 △ 1 △ 6 △ 56 △ 69 △ 75 △ 78

△ 165 △ 337 △ 469 △ 491 △ 618 △ 623 △ 720

△ 157 △ 136 △ 89 △ 159 △ 95 △ 116 △ 224

累計

総数

長野県内

諏訪圏域

その他の長野県内

長野県外



諏訪市の転入・転出の状況（年齢別）

・15～19歳、20～24歳の県外への転出が大きく増加しており、進学・就職により県外へ転出する方
が増えていると想定される。また、25～39歳の女性の転出者が前年に比べ大きく増加している。

・0～9歳の県内転入転出は転出超過がつづく。出産後住居購入等によるタイミングでの移動が想定
される。

⑪

令和2年

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
0～4歳 △ 29 △ 4 △ 25 10 8 2 △ 39 △ 12 △ 27
5～9歳 △ 9 △ 5 △ 4 7 6 1 △ 16 △ 11 △ 5
10～14歳 2 △ 2 4 0 △ 2 2 2 0 2
15～19歳 4 15 △ 11 △ 15 2 △ 17 19 13 6

20～24歳 △ 17 13 △ 30 △ 52 △ 4 △ 48 35 17 18
25～29歳 39 46 △ 7 8 19 △ 11 31 27 4
30～34歳 △ 4 △ 9 5 9 0 9 △ 13 △ 9 △ 4
35～39歳 10 △ 5 15 0 △ 13 13 10 8 2
40～44歳 13 7 6 5 3 2 8 4 4

45～49歳 6 4 2 △ 2 △ 1 △ 1 8 5 3
50～54歳 8 5 3 △ 9 △ 4 △ 5 17 9 8
55～59歳 3 3 0 0 △ 1 1 3 4 △ 1
60～64歳 11 6 5 7 6 1 4 0 4
65～69歳 6 1 5 3 0 3 3 1 2

70～74歳 △ 7 1 △ 8 △ 1 3 △ 4 △ 6 △ 2 △ 4
75～79歳 15 7 8 9 2 7 6 5 1
80～84歳 0 4 △ 4 1 1 0 △ 1 3 △ 4
85～89歳 △ 5 2 △ 7 0 2 △ 2 △ 5 0 △ 5
90～94歳 7 2 5 △ 1 0 △ 1 8 2 6

95～99歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0
100歳～ 1 0 1 0 0 0 1 0 1

計 54 91 △ 37 △ 21 27 △ 48 75 64 11

県外社会増減 県内社会増減
年齢

社会増減

令和3年

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

0～4歳 △ 77 △ 37 △ 40 △ 7 △ 6 △ 1 △ 70 △ 31 △ 39
5～9歳 △ 26 △ 17 △ 9 △ 6 △ 5 △ 1 △ 20 △ 12 △ 8
10～14歳 △ 4 △ 2 △ 2 2 △ 2 4 △ 6 0 △ 6
15～19歳 △ 44 △ 20 △ 24 △ 41 △ 17 △ 24 △ 3 △ 3 0

20～24歳 △ 65 △ 31 △ 34 △ 75 △ 36 △ 39 10 5 5
25～29歳 △ 13 5 △ 18 △ 12 2 △ 14 △ 1 3 △ 4
30～34歳 △ 19 15 △ 34 20 26 △ 6 △ 39 △ 11 △ 28
35～39歳 △ 30 △ 2 △ 28 △ 22 △ 5 △ 17 △ 8 3 △ 11
40～44歳 △ 6 3 △ 9 10 7 3 △ 16 △ 4 △ 12

45～49歳 △ 18 △ 11 △ 7 △ 7 △ 7 0 △ 11 △ 4 △ 7
50～54歳 14 0 14 13 3 10 1 △ 3 4
55～59歳 △ 4 1 △ 5 △ 4 △ 3 △ 1 0 4 △ 4
60～64歳 13 3 10 11 7 4 2 △ 4 6
65～69歳 △ 3 2 △ 5 2 3 △ 1 △ 5 △ 1 △ 4

70～74歳 7 3 4 2 0 2 5 3 2
75～79歳 △ 3 0 △ 3 △ 1 0 △ 1 △ 2 0 △ 2
80～84歳 △ 9 △ 2 △ 7 △ 1 △ 2 1 △ 8 0 △ 8
85～89歳 4 1 3 7 3 4 △ 3 △ 2 △ 1
90～94歳 1 0 1 0 2 △ 2 1 △ 2 3

95～99歳 0 △ 1 1 0 0 0 0 △ 1 1
100歳～ 1 0 1 1 0 1 0 0 0

計 △ 281 △ 90 △ 191 △ 108 △ 30 △ 78 △ 173 △ 60 △ 113

年齢
社会増減 県外社会増減 県内社会増減



諏訪市の出生率及び出生数の推移（令和2年） ⑫

・令和2年は△0.07ポイントと大きく減少。
・全国的にも減少傾向にあり、国の長期ビジョンも大きな見直しがされる可能性がある。



参考：諏訪市の女性人口の推移
・２５歳～２９歳の女性人口が前年と比較して増加したが、１５歳～４４歳全体では前年から
２３０人の減少となった。

・出産適齢期といわれる年代の女性数が減少するということは、出生率の向上が直接出生数の
増加にはつながらないことを意味する。

⑬



まとめ

○諏訪市は大幅な社会減となった

・令和2年は平成16年以来の社会増を記録したが、令和3年は大幅に社会減となった。
・主な転出先は県外・諏訪圏以外の県内地域。

○自然減幅は引続き大きくなっている

・単年、累計ともに人口増減に対する寄与度を見ると、圏域では自然減の影響度は諏訪
市が最も低くなっている。

・市と比較し町村の方が自然減の影響が大きい。

○出生数の減少、合計特殊出生率低下が懸念される

・令和３年結果の詳細公表は秋予定だが、国の出生数は減少することが予測される。
・新型コロナウイルス感染症感染拡大により、出産に不安を持つ方が増えたことが要因
とされている。今後は新型コロナウイルス感染症の影響は次第に小さくなっていく
と思われるが、物価高騰等の経済的な課題も影響することが想定される。

⑭


